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1. はじめに





新古典派理論に従うと, 競争的労働市場では, 賃金は労働の限界生産力と一致し, 機会費用と
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金格差を説明することが試みられている. 代表的なモデルである BM モデルは労働者と企業のそ
れぞれの同質性と労働者の転職行動を前提として賃金掲示分布を決定するものであり, 応用範囲の
極めて広いモデルである.






(Compensating Differential) あるいは均等化差異 (Equalizing Difference) として賃金に反
映されることになる.
Mortensen (2003, pp. 1) は, 人的資本理論に基づいた賃金関数の推定結果に従うと, 観察可





されてきた. これらの理論仮説は労働者の割り当て (rationing) を重視している.
Davis and Haltiwanger (1996, pp. 329-334) は, 企業規模間賃金格差を発生させる要因を技
術的異質性, 制度的・非競争的要因, 誘因を基にした賃金の仕組に分類しており, 第 1 に分類さ
れるものとして大きな工場では資本稼働に技術を要するために資本と補完的な技能の高い労働者
を雇用する必要性があるために, 労働者が能力によって工場別に振り分け (sorting) されるこ
と, 第 2 に分類されるものとして企業規模が大きい程, 監視費用が嵩むために, その対策として
賃金が高くなる効率賃金仮説が成立すること, 企業規模が大きい場合に, 技術的あるいは費用面
の優位性からレントが発生するためにレント・シェアリングが行われること, 企業規模が大きく
なると労働組合が組織されやすいこと, 第 3 に分類されるものとして企業規模が大きいと賃金制
度におけるトーナメントの枠組みが行き亘るために賞金としての報酬額も大きいことをあげてい
る.














サーチ理論の発展に貢献した Mortensen (2003, pp. 1) は, ｢なぜ, 類似労働者が異なる賃金
を支給されるのか？｣ を問題提起するとともに5, 人的資本理論で説明できない残りの 7 割を賃




3 で格差要因のうち従来は十分に識別されなかった固定効果の推定について述べる. さらに 4 で
Mortensen によって提示された, サーチ理論を賃金格差問題の解明へと拡大するための手段で





産業間賃金格差の存在を指摘した初期の研究として Slichter (1950) がある. Slichter (1950,
p. 80) は, 米国の 1947 年のクリーブランドにおける商業会議所と 1940 年のボストンにおける
民間企業人事部の賃金調査結果を基に, 同一地域の類似職種において賃金が異なることを示し,
賃金は労働の価格ではないとした. さらに, Slichter (1950, p. 81-83) は, 米国における 1939,
1940 年の, National Industrial Conference Board が実施した the Census of Manufactures と





5 Albak は Mortensen (2003) の Foreword において, 失業問題解明のためにサーチ理論の研究を推
し進めると, この問題提起に行きつくことを指摘する.
6 石川 (1991, p. 286) は ｢真の賃金格差｣ を ｢同一の能力・嗜好を持ちながら同一の所得機会に恵まれ
ない人々のいる場合である｣ と定義し, このような格差が存在する場合に, 労働市場の 2 重構造論が
明確な意義をもつと指摘する. さらに石川 (1991, p. 286-287) は, 企業規模の差異それ自体が ｢真の










産業間賃金格差の長期的状況について見てみる. Krueger and Summers (1987, pp. 22-30)
は, 1923 年～1984 年の各種データをもとに米国の産業間賃金格差は長期かつ安定的に観察でき
るものであること, 産業間賃金格差は先進各国で共通して観察されるものであること, 企業規模,






企業 (事業所) 規模間賃金格差の存在を指摘した初期の研究として Moore (1911) がある.
Moore (1911, pp. 140-146) は, 20 世紀初頭に出版されたイタリアの織物業の女工の 1 日当た
り賃金についての調査結果から, いずれの規模の事業所9においても賃金カーブが 35 歳ころまで
は上昇し, その後は加齢とともに低下すること, 事業所規模の大きい程, 賃金水準は高いが, 加
齢に伴う賃金低下速度が大きいことを示した. さらに Moore (1911, p. 148) は, 事業所規模別
賃金格差要因として事業所規模の大きい程, 大きな資本を備え付けるために能力の高い労働者を
必要とすることを指摘している. Moore (1911, p. 163) は, 労働者の地位が事業所規模に依存
すること, つまり事業所規模が大きいと賃金の上昇, 雇用日数の増加, 雇用の安定, 1 日の労働
時間の短縮がなされることを指摘する.
企業 (事業所) 規模間賃金格差の近年の状況について見てみる. Loveman and Sengenberger
(1991, pp. 19-25) は, 企業 (事業所) 規模間賃金格差の国際比較を行い, 1970～1980 年代にお
いて, いずれの国においても格差は存在すること, 独, 仏, 伊と比較して米国と日本の格差が大
きく, 両国では最も規模が小さい企業 (事業所) の賃金は, 大規模の企業 (事業所) の賃金の 6




8 1960 年代以降の, 米国を中心とした産業間賃金格差に関する研究成果は Dickens and Katz (1987, pp.
53-66) においてとりまとめられている.
9 企業規模と事業所規模は必ずしも同一ではない. 事業所は企業に属する支店や工場であり, 大規模事
業所は大企業に属する可能性が高い. しかし小規模事業所であっても大企業の一支店である可能性は
排除できない. 事業所調査のデータでは企業規模の相違を正確に反映していない可能性がある.
10 米国の企業 (事業所) 規模間賃金格差について Brown, Hamilton and Medoff (1990, pp. 30-31) は
CPS の 1979, 1983 年を用いて従業員 500 人以上の企業の賃金は 500 人未満の中小企業よりも 30％以
上高いこと, 格差は製造業, 特に耐久消費財製造業で大きいことを示した. Oi and Idson (1999, pp.




した. 問題は, 観察される個人属性では説明できない産業間及び企業規模間の賃金格差, つまり
賃金分散の要因の説明が必要となることである.
Mortensen (2003, p. 3) は, 賃金分散の要因を説明する研究について, ①高賃金の企業はデー
タでは捉えられない理由による高生産性の労働者を雇用すること, ②異なる企業が異なる賃金政
策を持っていることの 2 通りに分類されるとし, 前者は観察されない個人特性に起因する固定労
働者効果 (fixed worker effect), 後者は企業の賃金政策に起因する固定企業効果 (fixed firm
effect) を意味するとしている.
観察されない個人特性に起因する固定労働者効果が賃金格差要因として妥当であるか否かを判
定するためには, Krueger and Summers (1988) において用いられたパネル・データにおける
産業間を移動した労働者の賃金の変動に着目する手法が有効である11. 以下ではこの手法の概要
を Gibbons and Katz (1992, pp. 522-524) に従って述べる.
産業間の賃金格差が存在するか否かを検証するためには, クロス・セクション・データを用い
て労働者の観察される属性を制御した次の賃金関数を推定する.
lnwit＝Xitδ＋Σαj Dijt＋uit …… (2-1)
ここで, wit は, 個人 i の時点 t における賃金, Xit は個人 i の時点 t における属性, 地域・職
業ダミー, Dijt は個人 i が時点 t において産業 j に雇用されている場合に 1 となるダミー変数,





誤差項 uit＝θi＋vit は (θi：労働者 i の観察されない能力, vit：ホワイト・ノイズ) と表わされ
る. (2-1) のαj の推定値が, 観察されない能力による労働者の産業別の振り分けに起因するも
のであれば, (2-2) のβj の推定値は 0 になる. αj が真の産業間格差に起因するものであれば,
βj の推定値はαj の推定値と同一となる.
非競争的要因を重視する研究者は, 観察されない能力の影響に否定的である. Krueger et al.
(1988, pp. 263-267) は, 米国の Bureau of census が実施した 1974 年, 1979 年, 1984 年の CPS
(Current Population Survey) を用いて, 正規・非正規, 男女を含めた賃金関数を推定し, 人
的資本を示す変数や仕事の特性等を制御しても説明できない産業間の賃金格差が存在することを
示している. Krueger et al. (1988, pp. 269-271) では, 複数の CPS を連結したパネル・データ
を作成して, 1 階の階差で示された賃金関数を推定し, 産業別ダミーの係数の推定値が水準で回
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11 Gibbons and Katz (1992, p. 516)
帰した場合と大きく変化しないこと, Krueger et al. (1988, pp. 271-273) では, 1984 年の CPS
の人員整理された労働者に関する調査 (DWS: Displaced Workers Survey) において過去を振
り返った回答がなされていることを用いて, 1 階の階差で示された賃金関数を推定し, 失職した
労働者が異なる産業で新たに仕事に就いた場合の, 産業別ダミーの係数の推定値が水準で回帰し
た場合と大きく変化しないことを示している. さらに, Krueger et al. (1988, pp. 273-276) で
は, 労働条件を説明変数として用いた賃金関数の推定結果から補償賃金格差は確認できないこと,
労働組合加入の有無で賃金を比較した結果から, 労働組合活動回避のための賃金プレミアムの存
在は確認できないことを指摘し, Krueger et al. (1988, pp. 278-280) では, 賃金が高いと勤続
年数が長期化する (離職率が低下する) ことから, 効率賃金仮説やレント・シェアリングが成立
している可能性に言及した.




ことを指摘している. また, Gibbons et al. (1992, pp. 526-529) は, 移動した労働者の賃金は
従前に雇用された産業における賃金の影響を受けていることを指摘している.
このような問題提起を踏まえて Gibbons et al. (1992, pp. 522-524) は, 1984 年と 1986 年の
CPS の DWS を用いて, 20～61 歳の正規雇用者についての賃金関数を推定し, 工場の閉鎖に伴っ
て失職した後に再度雇用された者についての, 産業ダミーのパラメータ推定値が水準と 1 階の階
差でほぼ等しいことから, 観察されない能力で産業間賃金格差を説明することは難しいことを指
摘した. さらに Gibbons et al. (1992, pp. 524-526) では, 賃金関数の推定結果から, レイ・オ
フされたのちに再度雇用された労働者についての, 産業ダミーのパラメータ推定値について, 水
準と 1 階の階差との一致度がより高いことから, 潜在的な内生的移動者についてはダミー変数の
パラメータ推定値が上方バイアスを持つ可能性があることを指摘している.
人的資本理論を支持する研究者は, 観察されない能力の影響に肯定的である. Murphy and
Topel (1987, pp. 131-137) は, 1977 年～1984 年の CPS を連結したパネル・データを作成して
男子労働者の水準と 1 階の階差で示された賃金関数を推定し12, 産業間賃金格差のうち, 真の格
差は 29～37％であり, その他の部分は計測されない能力に起因すると指摘した13.
Brown and Medoff (1989, pp. 1032-1037) は, 個人属性を得られるデータとして 1979 年の
CPS, 1973 年の QES, 企業 (事業所) 属性を得られるデータとして Bureau of Labor Statistics





13 Murphy and Topel (1990, pp. 224-237) においても産業間格差のうち, 真の産業間賃金格差は 27～36
％となっている.
と 1979 年の WDS (Wage Distribution Survey) 及び Survey Research Center が実施した
1980 年の MWES (Minimum Wage Employer Survey) を用いて賃金関数を推定し, 企業 (事
業所) 規模間の賃金格差が存在することを示している. さらに, Brown et al. (1989, pp. 1037-
1039) は, QES を用いた 1 階の階差で示された賃金関数を推定し, 規模間格差は水準で計測す
る場合と比較して 5～45％縮小することを確認し, 観察されない能力の影響は一定程度認められ
ることを示唆している. さらに Brown et al. (1989, pp. 1039-1041) は, 非金銭的労働条件を考
慮した賃金関数を推定した結果から, 補償賃金格差が成立している可能性は低いこと, Brown
et al. (1989, pp. 1045-1047) は, 労働組合回避, 製品市場支配力は賃金格差要因として説明力が
弱いこと, Brown et al. (1989, pp. 1047-1055) は, 企業規模が拡大して欠員が増加しても希望
者が限定されていること, 従業員を監視する費用がかかることは, 賃金格差要因としては根拠が
弱いことを指摘している14.




Tachibanaki (1996, pp. 80-93) は, ｢賃金構造基本統計調査｣ (厚生労働省) (以下 ｢賃金セ
ンサス｣) の 1978 年と 1988 年の個標データを用いて賃金関数を推定し, 個人属性や企業規模を
制御した産業別賃金格差は, 金融・保険, 電気・ガス・水道, 鉱業等で大きいことを示し,
Tachibanaki (1996, pp. 109) は格差要因として利潤率や集中度, 資本・労働比率等の支払い能
力や規制が重要であるという結果を示している15.




14 Oi and Idson (1999, pp. 2179-2184) は, 米国の CPS の 1983 年の個票データを用いて人的資本理論
に基づく賃金関数を推定し, 人的資本では説明できない企業間格差が 20％以上存在すること, 観察さ
れない属性の効果が重要であることを指摘している.
15 大田 (2010, pp. 357-360) は, ｢賃金センサス｣ を用いて性別, 学歴, 企業規模を制御した賃金関数の
推定結果から求めた産業間賃金格差を 1990 年, 1998 年, 2006 年について比較検討し, 電気・ガス,
通信, 医療, 金融・保険業等で賃金プレミアム (産業ダミー係数) は高いこと, 但し金融・保険業は
｢バブル崩壊｣ 後に賃金プレミアムが縮小していることを指摘している.
16 経済企画庁は 『経済白書』 (1957, p. 34) において, 日本では企業規模間賃金格差がきわめて大きいこ
とを指摘している.
17 中小企業庁は 『中小企業白書』 (1999, pp. 54-56) において, ｢賃金センサス｣ の結果から企業規模別
の賞与を含んだ賃金格差を計算しており, 1965 年～1997 年の間の中小企業 (従業員数 10～99 人) の
賃金支給額は, 中堅企業 (同 100～999 人) の 6～7 割程度という結果となっている. また, 大田
(2010, pp. 346-348) は, ｢賃金センサス｣ を用いて, 1982 年～2007 年の間について大企業 (同 1,000
人以上), 中堅企業, 中小企業の賃金を比較しており, 賞与等を含んだ時間当たりの賃金は, 短時間
労働者を含まない男女計の場合, 大企業は中堅企業よりも 30～40％, 大企業は中小企業よりも 60～8
0％多いという結果となっている.
したことを理由に求めることが多いことを指摘する.
石川 (1991, p. 285) は, 日本の労働経済学者には企業規模間賃金格差要因として能力差を支
持する者が多いことを認めつつも, 石川 (1991, pp. 290-292) では, 人的資本投資による企業規
模間賃金格差が継続するためには, 学習機会が一部企業に独占されていること, 大企業に入るた
めの参入金 (保証金) 市場が完全ではないことが条件であることを指摘する. 石川 (1991, pp.
292-300) は, 大企業では 30 歳代の勤続年数が長いことから学習機会が独占されており, 中小企
業とは異なる労務管理方式が採用されていること, 真の企業規模間賃金格差には, 純粋な規模間
格差の他に勤続年数効果の一部が含まれていることを指摘する. さらに石川 (1991, pp. 306-311)
は, 真の賃金勾配と景気の逆相関関係が 1970 年代半ば以降, 薄れてきていることから, 保証金
効果の消滅, 雇用割り当ての発生により 2 重労働市場による賃金格差が拡大したことを指摘する.
Rebick (1993, pp. 140-143, pp. 151-152) は, 米国の 1979 年と 1988 年の CPS と日本の 1970
年, 1979 年, 1987 年の ｢賃金センサス｣ を用いた男子労働者の時間当たり賃金の賃金関数の推
定結果から, 企業規模別賃金格差のうち, 観察される学歴と経験年数で説明できる部分は, 米国
では 30％程度, 日本では 10％程度であることを指摘している.
Idson and Ishii (1993, p. 533-534) は, 米国の 1988 年の CPS と日本の ｢賃金センサス｣ を用
いて, 時間当たり賃金の企業規模間賃金格差を比較検討し, 日本では女子の格差が大きいことを
指摘した. さらに Idson and Ishii (1993, p. 537-538) では, Blinder-Oaxaca の賃金分解を用い
て, 男子では格差は労働者の属性に起因すること, 女子では規模間の待遇の相違に起因すること
を指摘した.
Tachibanaki (1996, pp. 57-61) は, 前述の産業間格差と同様の手法で企業規模間格差を検証
しており, 従業員数 5,000 人以上の企業の賃金は平均賃金よりも 20％以上高く, 同 10～29 人の
企業の賃金は平均賃金よりも 20％以上低いことを示し18, Tachibanaki (1996, pp. 66) は, 格差
要因として, 企業の支払い能力, レント・シェアリングが有力であるとしている.
日本を対象とした分析では賃金格差要因として, 観察されない個人属性については言及してい
ない場合が多い. これは, 日本においては, パネル・データの整備水準が低いことによる. 但し,
データの利用可能性の制約の中で, 以下のような既存の統計を巧みに用いた実証研究もある.




いることを指摘する. さらに, 上島他 (1993, pp. 55-64) は, 市場支配力が強い産業では職種に
サーチ理論と賃金格差
100
18 中小企業庁は 『中小企業白書』 (1999, pp. 56-59) において, ｢賃金センサス｣ の 1997 年の一般労働者
のセル・データを用いて賃金関数を推定し, 職業, 学歴, 産業, 性別を制御しても残る純粋な規模間
格差は, 従業員数 5,000 人の企業と同 100 人未満では 7～10％程度であるとしている.
関わりなく賃金プレミアムが発生していること, それは企業が自主的に支払っていると考えられ
ることから贈与交換モデル (gift exchange model) としての効率賃金仮説19が成立していると
している.
玄田 (1996, p. 18-22) は, 日本の企業規模間の賃金格差が, 観察されない労働者の資質の相
違, 企業内訓練の差等によってもたらされると想定し, 企業規模間賃金格差をこれら諸要因で説
明するモデルを提示した. 玄田 (1996, pp. 23-24) は Gibbons et al. (1992) で提示された手法
を援用し, ｢雇用動向調査｣ (厚生労働省) の入職者票における中小企業から大企業への転職者の
賃金情報を用いてモデルを推定した結果, 企業規模間賃金格差は男子生産職では資質の相違が
3～6 割を説明するが, 男子事務職では殆どが訓練格差によって説明できるとしている.
奥井 (2000) は, ｢消費生活に関するパネル調査｣ (財団法人家計経済研究所) の 1994, 1995,
1996 年の個票データを用いて, Gibbons et al. (1992) で提示された手法に従って男女別の企業





分に限定されていた. これは, 個人と企業の双方の特性を得られるmatched employer-employee
data (雇用者と雇い主を突き合わせたデータ) としてのパネル・データが欠如していたことで,
固定効果を固定労働者効果と固定企業効果に分解することが困難であったためであるが, 欧州と
北米において, 近年, matched employer-employee dataがパネル・データとして利用可能となっ
たこと, これを取り扱う統計的推定手法が開発されたことで, 困難が克服されつつある21, 22.
その先駆的研究は, Abowd, Kramarz and Magolis (AKM) (1999) と Abowd, Finer and
Kramarz (AFK) (1999) によるものである. ここではモデルの基本構造を AKM (1999, pp. 254-
260), Abowd, Kramarz and Woodcock (AKW) (2006, pp. 733-739) に従って解説する.





20 奥井, 大竹 (1997) は, Gibbons and Katz (1992) の手法に従って, ｢中途採用者就業実態調査｣
(厚生労働省) の個標を用いた転職前後の賃金差を用いた分析を行い, 日本の職種間賃金格差のうち
3～4 割は観察されない属性に起因するとした.
21 Kramarz (2002, p. 4)
22 川口他 (2007) は, 工業統計調査が賃金構造基本調査と調査対象が同一であることに着眼し, 個票デー
タを突き合わせたパネル・データとしての matched employer-employee data を 1993～2003 年の間
について作成し, 日本企業における生産性と賃金の関係を分析している.
yit－μy＝(xit－μx)β＋θi＋ψJ(j, t)＋εit …… (3-1)
ここで yit：労働者 i (＝1, . . . N) の時点 t (＝1, . . . T) における賃金の対数値, μy：yitの総
平均値, xit：観察可能な労働者 i の P 個の特性の時変ベクトル, μx：労働者の特性の総平均値,
θi：純粋な労働者効果 (固定労働者効果), ψJ(j, t)：t 時点における労働者 i を雇用する企業
J(i, t) の純粋な企業効果 (固定企業効果), βはパラメータである. 誤差項εit は次の性質を満
たす.
E[εit｜i, t, J(i, t), xit]＝0 …… (3-2)
cov[εit, εns｜i, t, n, s, J(i, t), J(n, s), xit, xns]＝σ2ε for i ＝ n and t ＝ s





ない企業の異質性, vi：不変の観察可能な企業の属性, η, ρ：パラメータである.
(3-1) を行列形式で表示すると次式となる.
y＝Xβ＋Dθ＋Fψ＋ε …… (3-6)
ここで, 総サンプル数を N＊＝NT とおくと, y：総平均からの偏差で示される賃金の N＊×1
ベクトル, X：総平均からの偏差で示される観察可能な労働者の特性の N＊×P 時変行列, D：
労働者個々の指標の N×N 計画行列, F：労働者 i が時点 t で働く企業効果の指標を示す N＊×
ｍJ計画行列 (ｍは 1 企業の効果の数), β：係数のP×1 ベクトル, θ：係数の N×1 ベクトル,
ψ：係数のｍJ×1 ベクトルとなり, 誤差項εの分散はσ2εである.
(3-6) の推定に当たって, 従前の研究では, データの制約からβ, θ, ψを全て推定すること
は難しかった. この場合, いずれかの変数が欠落した状態で (3-6) を推定していることになる.




効果) は産業内の純粋な企業効果の集計であると捉える. 産業分類 k＝1, . . . K について, K(j)





ここで, Nk≡ΣJj＝11(K(j)＝k)Nj であり, 1 (A) は A が真実である場合 1, それ以外の場合は 0
となる関数である. (3-7) を (3-1) に挿入することで, 次式を得る.
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23 AKM (1999, pp 265), AKW (2006, pp. 735-739).
yit－μy＝(xit－μx)β＋θi＋(ψJ(i, t)－κK(J(i, t)))＋κK(J(i, t))＋εit …… (3-8)




但し, 任意の行列 A について, MA≡I－A(A'A)－1A' である. ここでは A は J 個の企業それぞ
れを K 個の産業に分類する J×K 行列で, K(j)＝k の場合にのみ ajk＝1 であり, FA は真の産業











(3-6) の推定に当たっては, 全計画行列 (full design matrix) [X D F] についての正規方程
式は次のようにクロス積行列を用いて示される25.
理論上, (3-6) のフル・モデルのパラメータ [β', θ', ψ'] は, 通常の最小 2 乗推定で不偏
推定値が求められるが, (3-12) のクロス積行列の逆行列を求めることは, 全計画行列の列が高
次元であることから困難であり, 企業を移動した労働者に関する情報から固定効果を識別する過
程は複雑である. そのため AKM (1999, pp 268-281) では, 変数間に直交性の仮定を設けた上
で, 順序依存法, 順序独立法といった条件付き推定のアルゴリズムを提示している. 賃金格差の
うち固定効果部分を固定労働者効果と固定企業効果に分解する際には (3-11) の統計的近似値を
求めることになる.
AKM (1999) は, INSEE (National Institute for Statistics and Economic Studies) によ
り実施された DAS (Declaration Annuelle des Salaires) の 1976～1987 年のデータを用いてフ
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X'X X'D X'F β X'y
D'X D'D D'F θ ＝ D'y …… (3-12)
F'X F'D F'F ψ F'y
24 AKM (1999, pp 260-262)
25 AKM (1999, pp. 266), AKW (2006, pp. 739-740)
ランスにおける固定効果を推定した. AKM (1999, p. 294-297) は, 年間賃金対数値を説明する
賃金関数の推定式は通常の手法では R2 が 0.3～0.55 であるが固定労働者効果を考慮すると
0.77～0.83 に上昇すること, AKM (1999, p. 301) は, 年間賃金対数値の変動の説明要因として
は固定労働者効果が重要であり, 固定企業効果は重要ではあるが固定労働者効果程ではないこと26,
AKM (1999, p. 306) は産業間賃金格差のうち固定労働者効果は 84～90％, 固定企業効果は 7～
25％を説明すること, AKM (1999, p. 308) は, 企業規模間賃金格差要因として固定労働者効果
が重要であり, 固定企業効果は重要ではあるものの固定労働者効果程ではないことを示した27.
AFK (1999) は, AKM (1999) の推定アルゴリズムに従って, 米国ワシントン州の 1984～
1993 年の失業保険データから作成された matched employer-employee data を用いて固定効果
を推定した. AFK (1999, pp. 18-20, 23) は, フルタイム労働者の時間当たり賃金対数値の分散
を説明する要因として, 観察されない労働者の属性と企業の賃金政策の相違が重要であり, 固定
企業効果はフランスよりも重要性が大きいこと, 固定労働者効果と固定企業効果性はそれぞれ




Abowd, Creecy and Kramarz (ACK) (2002) は, 疎行列 (sparse matrix) を用いた高次元
データを扱う反復共役勾配法 (iterative conjugate gradient method) による (3-6) の推定ア
ルゴリズムを提示している. Abowd, Kramarz, Lengermann and Roux (AKLR) (2005) は,
ACK (2002) の推定アルゴリズムに従って, フランスについては INSEE により実施された
DAS を継承した DADS (Declaration Annuelle des Donnees Sociales) の 1976～1996 年, 米国
については CPS の 1995～1999 年等を統合したデータを用いて, (3-6) 及び (3-11) を推定した.
AKLR (2005, pp. 18-20) は, 両国の産業別の固定労働者効果と固定企業効果を示している｡ さ




固定企業効果の推定は, 賃金分散を分散分析 (ANOVA: analysis of variance) で分解するこ
とでも可能である. Groshen (1991, p. 882-883) は, Bureau of Labor Statistics の 1975 年前
後の IWS (Industry Occupational Wage Surveys) を用いて, 米国製造業の生産労働者賃金の
分散分析を行った結果, 産業内の事業所間格差 (EWDs: establishment wage differentials) は,
サーチ理論と賃金格差
104
26 Abowd and Kramarz (1999, p. 2672) は, AKM (1999) の推定結果から, 年間賃金対数値の変動の
うち, 固定労働者効果は 60～80％, 固定企業効果は 4-9％を説明することを指摘している.
27 Abowd and Kramarz (1999, p. 2673) は, AKM (1999) の推定結果から, フランスの企業規模間賃
金格差のうち固定労働者効果は 90％, 固定企業効果は 25～40％を説明することを示した
産業内賃金変動の 20～70％を占めており, 産業間賃金格差に匹敵すること, 事業所の特性が







Stigler (1961) (1962) による当初のサーチ理論では, 労働市場において労働者は賃金分布を
知っているが, 事前に各企業の賃金掲示額は知らない状況下で, 最も高い賃金を探索するもので
ある. 職探し戦略としては, 探索ルールが明確ではなく, 賃金掲示数が予め決定されている非連
続的 (nonsequential) なものであった.
探索ルールについては, その後, McCall (1970) によって optimal stopping rule を用いた連




要性が生じる. ところが, 企業の反応を組み込んだ, 賃金が内生化される賃金掲示モデル
(wage posting model)29 を採用すると賃金分散が 1 点に集中してしまう. つまり, 仕事が同質,
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28 Rothschild (1973, p. 1288)
29 清水 (2007, p. 57) はマッチングの前段階で企業が賃金を示すことを掲示 (posting), マッチングが
成立した後の交渉過程で企業が賃金を示すことを提示 (offering) としている. 但し, Mortensen





において, 非協力ゲームを行うと, 賃金が最低水準, つまり留保賃金の水準 (＝余暇の評価額)
に退化して買手独占状況となり, 企業は利潤を独占し, ジョブ・サーチは意味を失ってしまうと
いうダイヤモンドの逆説 (Diamond Paradox)30 が発生する.
その後のサーチ理論を用いた労働市場への接近法は, ダイヤモンドの逆説をいかにして回避・
克服するかによって 2 つに分岐する. 一つは, 賃金提示確率を内生化し, ランダム・マッチング
の後に賃金交渉を行う手法であり, DMP (Diamond-Mortensen-Pissarides) モデルに見られ
るように均衡失業理論へと発展した31. もう一つは, 賃金提示確率を外生変数とし, ランダム・
サーチに複数の賃金掲示を組み合わせる手法であり, 均衡 (連続) サーチ・モデル (equilib-
rium (sequential) search model) へと発展した. このモデルにおいては, 定常状態における均
衡賃金分布が求められるため, 賃金格差問題へと考察を拡げることが可能である. この方面の業
績の集大成は Mortensen (2003) である.
均衡サーチ・モデルで均衡賃金分布を求める際に, McMinn (1980)32, Albrecht and Axell
(1984) は労働者の余暇評価に関する異質性を想定する. Albrecht et al. (1984, pp. 827-832) は,




これに対して Butters (1977) と Burdett and Judd (1983) は, 商品取引において, 買い手
と売り手はそれぞれ同質で, 同一製品を前提とし, 等利潤条件の下で, 買い手が複数の価格情報
を得られる場合の非協調的価格設定ゲームにより通常の商品価格に分散が発生することを示し
た34.




ことができること等, その後のモデルの礎となっている. ここでは, この均衡サーチ・モデルの
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30 Diamond (1971, pp. 164-165)
31 Pissarides (2000) はその集大成である.
32 Mcminn (1980) は, McCall (1970) の求職意欲喪失者に対する政策提言を補強することを目的とし
ている.
33 Eckstein and Wolpin (1990, pp. 805-806) は, Albrecht et al (1984) のモデルを実証分析した結果,
均衡状態においては, 失業期間の分布を説明するものの, 賃金データと推定値が一致しないことを指
摘し, 政策分析のためにより適切なモデル開発が必要であるとしている.
34 Butters (1977) では価格提示数がランダムな noisy search, Burdett et al. (1983) では消費者が事
前に価格情報を得て探索費用を見積もっている非連続的サーチが採用されている.
概略を Mortensen (2003, pp. 16-20) に従って解説する.
モデルは 1 期モデルで, 職務内容は同一, 労働者と企業はそれぞれ同質で最大化行動を採るも
のとされる. 労働者は当初, 失業状態にあり, 失業時にのみ職探しをする. また, 等利潤条件が
満たされている. 企業はランダムに労働者に接触し, 異なる賃金政策に基づいて賃金を掲示する.
労働者は留保賃金以上の掲示額のうち最も高い掲示を受け入れることが前提とされている.
ここで m：雇い主の数, n：労働者数, w：労働者に支払われる賃金, p：労働者に共通の限
界生産力35, b：労働者に共通の留保賃金とする. 通常は, w＜－pであり, p＞b の場合のみが検討
の対象となる. 余剰フローは雇い主と労働者に分配されるものであり, w＝b の場合, ダイヤモ
ンドの逆説が, w＝p の場合, ベルトラン均衡が成立している.









これは労働者 1 人当たりの接触数の期待値であり, 接触頻度 (contact frequency) と呼ぶ. 労
働者が掲示賃金 w を受諾する確率は, w よりも大きくない賃金掲示の割合である累積密度関数
F(w) で示される掲示ランクとλに依存する. 賃金が受諾される確率を P(F(w), λ) とすると,
期待利潤πは次式で示される.
π(p, w, F(w))＝P(F(w), λ)(p－w) …… (4-2)
モデルでは対照的純粋戦略 (symmetric pure strategy) は存在しないとされている. ある雇




＜1 である. 若干多めの賃金 (w＋ε)(ε＞0) を掲示する逸脱した
雇い主は, 労働者が必ずその賃金を受託するために, p－(w＋ε)＞q(p－w)＞0 が成立するこ
とから, より多くの利潤を得られることとなる. これは等利潤条件を満たさないため, 同一賃金
の掲示がなされることはないことが示される36.
掲示賃金 w が, 接触した労働者によって受け入れられた x 個の他の掲示を上回る確率は, 全
ての代替案がｗより小さい確率 F(w)X と同値である. 累積度数分布 F(x) で示される賃金掲示
の均衡市場分布は, 連続かつ連結された台を持ち, 下限は b, 上限は p よりも小さいという性質
を持つ37. 累積密度関数 F: [b, p]→[0, 1] が均衡分布の候補として与えられると, ｘはポアソン
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35 生産性 p が一定であるということは, どの労働者が当該職務に就くかには依存しないこと, 労働投入
量の増減には依存しないことを示している. これは企業が類似労働者を雇用すること, 生産の規模に
関する収穫一定, あるいは労働投入量に関して線形であることが想定されている (van den Berg
(1999, F278).
36 Mortensen (2003, pp. 18) の証明に従っている.


















log ( p－bp－w ) …… (4-5)
ここで台の上限は,
w－＝(1－e－λ)p＋e－λb …… (4-6)
である. λ→∞となるに従って, いずれの w(＜p) についても F(w)→0 であり, w－→p となる
ため, ベルトラン競争モデルは均衡サーチ・モデルの究極の姿であることが示される.
このモデルは, 労働市場において摩擦が存在する場合, 等利潤条件の下では, 雇い主の賃金政
策の相違が賃金分散をもたらすことを示している. 但し, 企業が異なる賃金政策を採用する際の
基準について説明されていないため, 産業間, 企業規模間賃金格差の説明には至っていない｡
Mortensen (2003, pp. 20-23) は, 産業間あるいは企業規模間賃金格差を説明するために, 前
述の均衡サーチ・モデルに企業の生産性の相違を組み込むことで, 賃金政策の相違を反映させた
モデルを展開した｡ ここではそのモデルの概要を Mortensen (2003, pp. 20-23) に従って解説す
る.
雇い主の生産性 p は企業によって異なると想定し, 接触した労働者 1 人当たりの期待利潤を,
π(p, w, F(w))＝P(F(w), λ)(p－w) …… (4-7)
とする. 賃金政策を示すタイプ p 企業の最適な賃金選択の集合は,
w(p)＝arg maxw＞
－
b π(p, w, F(w)) …… (4-8)
となり, タイプ p 企業の接触した労働者 1 人当たりの最大期待利潤は次のとおりである.
π＊(p)＝maxw＞
－
b π(p, w, F(w))＝maxw＞
－
b e－λ[1－F(w)](p－w) …… (4-9)
生産性の異なる任意の 2 企業について, 賃金掲示額を検討すると, 生産性の高い企業が, 高い
賃金を掲示し, 高い労働者 1 人当たり利潤を期待できる38.
企業数が 2 と想定する, 生産性が p2＞p1 であるとすれば, タイプ 1 の企業が掲示する最も低
い賃金は留保賃金と等しいため w1＝b, タイプ 2 の企業が掲示する最も低い賃金はタイプ 1 の企
業の支払う最も高い賃金と等しいため w1－ ＝w2が成立する. このように掲示賃金は連続体となる.
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38 Mortensen (2003, pp. 21-22) において証明されている.
等利潤条件から, 同一タイプの雇い主の利潤は次のように同一でなければならない.
π＊(p1)＝P(F(b), λ)(p1－b)＝P(F(w),λ)(p1－w) for all w∈w(p1)＝[b, w1－] …(4-10)
π＊(p2)＝P(F(w1－), λ)(p2－w2)＝P(F(w),λ)(p2－w) for all w∈w(p2)＝[w2, w2－]…(4-11)
賃金掲示の均衡分布 F(w) は閉じた解として次式で示されることとなり, F(w) は連続した分
布であることが示される.










p2－w2－ )＝1 …… (4-14)
企業数が 3 以上でもこのモデルは成立する. 均衡賃金分布は生産性の相違に従って閉じた解と
して得られ, それらは連続する. ここから, Mortensen (2003, pp. 23) は, 賃金掲示額は労働
生産性と正の相関を持つこと, このモデルは産業間賃金格差の説明に応用できることを指摘する.




Mortensen (2003, p. 26-33) において示される｡ Mortensen (2003, p. 26-28) は補償賃金格差
について, 怪我や死といった職業上のリスクを除くと実証的に把握することが困難であることを
指摘するとともに, 均衡サーチ・モデルに仕事の快適さを導入することで, 賃金と快適さに正の
相関関係があることを説明できるとする39. Mortensen (2003, p. 28-30) では怠業防止のための
効率賃金仮説について, 企業規模間の賃金格差を説明することには適しているが, 産業間の賃金
格差の説明には適していないとし, 均衡サーチ・モデルに監視費用を導入することで根拠付けて
いる. Mortensen (2003, pp. 30-33) では振り分けについて, 均衡サーチ・モデルに労働者と企
業のマッチングによって生産性が決定される仕組みを組み込むことで説明している40. これらを

















log( p2－w2p2－w ) for all w∈w(p2)＝[w2, w2－]
…… (4-12)
39 補償賃金格差に関する Mortensen (2003,p.26-28) の議論は, BM モデル (後述) に企業が快適さを
供給する費用を考慮することを組み込んだ Hwang, et al. (1998) のモデルを簡略化したものである.







(1990) と Burdett (1990) が挙げられる. これらの研究では, 職務内容は同一, 労働者と企業
はそれぞれ同質で最大化行動を採る状況において, 労働者の on the job search を組み込むこと
で, Diamond (1971) を一般化したモデルが提示される. このモデルは Burdett and
Mortensen (1998) によって精緻化されたため, BM (Burdett-Mortensen) モデルと呼ばれる.





ることで, 様々な賃金掲示がなされる. BM モデルは, Burdett and Mortensen (1998) では 1
期間モデルで, 賃金情報の失業者への伝達が十分ではないが, Mortensen (2003) の第 2 章に
おいて多期間モデルに拡大されており, 情報が行き亘ることで, 雇用されている労働者の転職の
可能性が拡がる. ここでは BM モデルの概略を, Mortensen (2003, pp. 36-44) に従って解説す
る41.
多期間 BM モデルでは, 将来はそれぞれの長さがΔの離散期間の無限の連続体であるとされ
る. 雇い主は異なる賃金を掲示するものの, 等利潤条件は成立している. 各雇い主は, 各期間に
限定された数の労働者にランダムに接触し, 接触した労働者が失業状態である確率は失業率 u
に等しく, 失業者は留保賃金 R 以上の賃金掲示であれば受諾することが前提とされている.






であり, 掲示賃金 w が当該期間の掲示額の最高値である確率を示している. 契約は当事者の置




41 BM モデル及び転職行動に関するサーベイ論文としては, 今井 (2007), 相澤, 山田 (2009) がある｡
本節の執筆に際しても参照させていただいた.
賃金掲示 w＞－R がランダムに選択された労働者によって受諾される包括的確率 h(w) は, 当
該労働者が w 以下の賃金で雇用されている割合を G(w) とすると, 次式で示される.
h(w)＝[u＋(1-u) G(w)]P(F(w), λΔ) …… (5-2)
労働者一人当たりの期待利潤πは, 賃金ｗで 1 人の労働者を雇用する価値を J(p, w) とする
と,
π(p, w, F(w))＝h(w)J(p, w) …… (5-3)






＝1－P(F(w), λΔ) …… (5-4)
契約が継続する限り, 労働者を雇い入れることの期待利潤の現在価値は, 金利を r, 外生的な雇
用喪失率をδとすると, 次の再帰方程式を満たすことになる.
(1－rΔ)J(p, w)＝(p－w)Δ＋[1－δΔ－Q(F(w), λΔ)]J(p, w) …… (5-5)





















b π(p, w) …… (5-10)
ここで, λ[1－F(w)] は離職して職務階梯を登る確率を示す. 労働者にとっての雇用されるこ
との価値を W(w), 失業の価値を U とすると, それぞれ次の再帰方程式を満たすことになる.
(1＋r)W(w)＝w＋δU＋λ∫max(W(x), W(w))dF(x) …… (5-11)
(1＋r)U＝b＋λ∫max(W(x), W(w))dF(x) …… (5-12)
このとき留保賃金 R は W(R)＝U を満たすため, R＝b となる.
次に定常状態での解を求める. 失業の運動は次の法則に従うとされる.
u＝δ(1－u)－λu …… (5-13)






















定常均衡解は, 定常状態条件, 利潤最大化条件, 自由参入条件を満たすλ, u, Ｆ(w), G(w),
である. F(w) の台の下限が b であること, (5-9), (5-17) と等利潤条件を考慮すると次式が得
られる.
π(p, b)＝( δδ＋λ) (
p－b
r＋δ＋λ ) ＝
π(p, w)＝( δδ＋λ[1－F(w)]) (
p－w
r＋δ＋λ[1－F(w)] ) …… (5-18)
λは雇い主の採用活動によって決定され, その費用は c とする. 最適化と整合的なλは, 等利潤
条件と整合的な次の自由参入条件により与えられる.
π(p, b)＝( δδ＋λ) (
p－b




＞のときに限りλの正の解を持つ. λ(＞0) が与えられると (5-18) から F(w)
が根として求められる｡












(p－wp－b ) －1] …… (5-22)
































この式は, 摩擦係数が定常状態における F(w) と G(w) の乖離の程度を示していること, G(w)




掲示賃金と支払われた賃金の確率密度分布は, F(w) と G(w) を w について微分することで
求められる46.












(5-25) と (5-26) から, F(w) と G(w) は w に関して増加する凸関数であることが示される｡
これは, 摩擦が存在する場合, サーチ行動は雇い主に賃金を高く掲示させる誘因となることを意
味する47. BM モデルではその性質上, 適切なパラメータの値を用いて分布を描くと, f(w) と





42 Mortensen (2003, p. 42)
43 van den Berg (1999, F 289)
44 Mortensen (2003, pp. 43)
45 Christensen (2005, p .33)
46 Mortensen (2003, pp. 55-56)
47 Mortensen (2003, pp. 55-56)
48 van den Berg (1999, F291)
化された事実と整合的である49. BM モデルでは, 賃金掲示額が大きい程, 労働者を雇い入れる
ことが容易になるため, 企業規模が大きい程, 賃金は高くなることが示唆される. また, 賃金が
高くなると離職が抑制されること, 転職等を通して賃金プロファイルが右上がりになることが示
される. w＜p と想定することは雇い主が買手独占力 (monopsony power) を持つことを示し
ており, 最低賃金の効果に関しても分析に用いることが可能である. このため, BM モデルは賃
金格差を説明する代表的な均衡サーチ・モデルとなった.




BM モデルの実証上の問題点は, BM モデルから導出される賃金分布が実績と一致しないこと
である. 賃金分布は一般的に右方に歪んでいることが知られている50. 図 2 は ｢賃金センサス｣
をもとに日本の所定内給与の分布を描いたものである. これは, g(w) を便宜的に表わしている
と解釈できるが, その形状は右方に歪んでいる.
Christensen et al. (2005) は, F(w) を与件として労働者が移動する場合の, 労働者の職探
し努力を内生化したモデルを提示した. Christensen et al. (2005, pp. 44-49) は, Statistcs
Denmark が実施した matched employer-employee data である IDA (Integrates Database for
Labor Market Research) の 1994 年と 1995 年を用いて, デンマークの民間労働者について賃
サーチ理論と賃金格差
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49 Coles (2001, p. 160), van den Berg (1999, F291)
50 Roy (1950, p. 490)
図 2 所定内給与 (月額) の分布 (全産業・一般労働者・男女)



























金と離職率の関係を検証するとともに, G(ｗ) が F(w) に対して確率優越することを示した51.
但し, この結果を基に集計すると, f(w) と g(w) は右方に歪んでいることが示されており52,
BM モデルとの整合性がとれなくなる.
BM モデルにおいて, 賃金分布が左方に歪んでいるのは, 労働者と企業の同質性を前提として
いることに起因する｡ 賃金分布をより忠実に反映するためには, BM モデルに生産性における企
業の異質性を導入することが必要とされている53, 54.
Bontemps, Robin and van den Berg (2000) では, BM モデルに生産性における企業の異質
性を導入することで賃金分布の精度を向上させることを試みた. Bontemps et al. (2000, pp. 314-
322) は, 企業の生産性 p が連続的に異なる場合, 生産性の分布Γ(p) の台を賃金掲示額の分布
F(w) の台に殆ど確実に (almost surely) 転写する関数 Kp＝{K(p)}Γを想定することで生産
性の分布が賃金分布に反映されると, 生産性 p の変動が小さい場合, F(w) の分布は当初の BM
モデルにおける分布に接近すること, 賃金が生産性の分布の台の下限に等しい場合, 生産性の低
い企業は賃金の下限より高く生産性よりも低い賃金を支払うために低賃金の比率が高くなること,
その結果, f(w) と g(w) の分布が低い賃金でピークとなることを指摘する. Bontemps et al.
(2000, pp. 322-346) は, Γ(p) が識別される状況下において, F(w), f(w), G(w), g(w) を 3
段階のノンパラメトリック推定法で推定する手法を提示し55, INSEE の実施した Enqute
Emploi (French Labor Force Survey) において 1991～1993 年にかけて継続して質問に回答し
た者からなるパネル・データを用いて, 分布状況を検証した56. その結果, Bontemps et al.
(2000, pp. 346-349) は, モデルは賃金データに完全に適合したとしている57.
山上 俊彦
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51 Christensen et al. (2005, p. 35) は, 掲示賃金の分布 f(w) は, 失業状態から雇用状態に移動した労
働者数で加重された各企業によって支払われた平均賃金の分布であり, 支払われた賃金の分布 g(w)
は, 各企業労働者数で加重された各企業によって支払われた平均賃金の分布であるとしている.
52 Mortensen (2003, pp. 48-49). Mortensen (2003) の第 4 章において, BM モデルと Christensen et
al. (2005) のモデル, さらにマッチングの後の労使間の賃金交渉との統合が試みられている.
53 van den Berg, G. J. (1999, F291)
54 Burdett et al. (1998, pp. 264-268) においては, 労働者の余暇に対する評価が異なる場合, 雇い主の
機会費用を上回る有用なマッチであっても成立しないことで非効率的な失業が発生することが示され




56 Mortensen (2003, pp. 56-59) は, 同様のモデルに基づいてΓ(p) をパレート分布とした場合のシミュ
レーションを展開して確率密度分布 g(w) が右方に歪んでいることを示した. Mortensen (2003, pp.
59-64) は, 企業の雇い入れの努力を考慮すると, 確率密度分布ｆ(w) とｇ(w) の形状がより現実的
になることを示している.
57 Bontemps et al. (1999) は, Bontemps et al. (2000) で提示されたモデルを労働者の異質性を考慮し









均衡サーチ・モデル, 特に BM モデルの開発は, 人的資本理論や非競争的観点からの仮説で
は説明できない, 従来, 運・不運に影響されたと思われる人生における成功・不成功を, 理論的
考察をもって説明可能であることを示唆するものである. 労働者が同質であっても情報が偏在す
ることによって, 賃金分散が発生, 転職に至る等, 異なる職業人生を送る可能性があること, 企
業規模間の賃金格差が発生すること, 年功賃金が観察されることという結果が導かれることは重
要である.









えられる. BM モデルはその後, 様々な方向に拡大されて分析の幅を拡げている. このことにつ
いては, 稿を改めて議論する.
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